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研究成果の概要（和文）：　主な成果は３つである。1)制裁の応酬が安全保障環境を悪化させ、紛争解決の妨げ
になることを示せたこと。2)対抗制裁が人々の生活や人権にもたらす負の影響を明示できたこと。3)公正な制裁
の実現にグローバル・ガバナンスの制度構築が必要であることを示せたこと。
　なお、King‘s College LondonのKsenia Kirkhamらとの協力で、The Routledge Handbook of the Political 
Economy of Sanctions (Ksenia Kirkham, ed., Routledge, October 2023)に成果の一部を反映させることがで
きた。

研究成果の概要（英文）：    Our main research results are as follows: 1) demonstration of the fact 
that exchanges of sanctions can lead to deterioration of security environment among the countries 
concerned, and create obstacles to peaceful conflict resolution; 2) specification of negative side 
effects of counter-sanctions measures on social/economic life and activities of ordinary people; and
 3) proof of the necessity of constructing global governance institutions for realizing effective 
and fair/legitimate economic sanctions.
    In addition, we could reflect major parts of our research results in a forthcoming book titled 
The Routledge Handbook of the Political Economy of Sanctions (Ksenia Kirkham, ed., Routledge, 
October 2023) through research cooperation with Dr. Ksenia Kirkham, a lecturer in Economic Warfare 
in the Department of War Studies of King’s College London.

研究分野：国際政治理論、とくにグローバル・ガバナンスの制度設計に関わる研究

キーワード： 経済制裁　金融制裁　対抗制裁　スマート・サンクション

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　経済制裁の主体としての非国家アクターの関与が顕著となる一方、これをめぐる学術的研究は乏しい。ゆえ
に、グローバル化および法制化時代の国際公共政策の課題として、「民」による制裁を捉える新たな知の体系の
形成を目指す本研究は大きな学術的意義をもつ。
　さらに、対抗制裁の応酬の中で激化する副次的制裁(secondary sanctions)の問題、また制裁が昂進させるサ
プライチェーンへの波及を通じた市民による社会生活・経済活動への悪影響が、昨今のグローバル・パンデミッ
クやロシア・ウクライナ戦争の発生を機にますます顕在化している。この点に鑑み、本研究は大きな社会的意義
を担い、社会的貢献も果たし得る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 「制裁」（sanction）に関しては、いくつかの種類に分類することが可能である。制裁をそ
の行為主体から分類すると、二種に分類可能である。まず一点目は「国際機関主導型経済制
裁（International Organization led Sanction）」であり、国際連合安全保障理事会決議、総会決
議や欧州連合のような地域的国際機構の決定により、加盟国がその決議・決定に従って実行
するものである。二点目は「国家主導型経済制裁（State-led Sanction）」であり、国連決議な
どを経ずに国家が単独の主権行為として他国に対して制裁を実施し、アメリカの対キュー
バ制裁がこれに該当する。また日本の対北朝鮮制裁のように、北朝鮮の核開発に対して国連
が主導する経済制裁に加えて、日本固有の拉致問題解決のために制裁を単独で強化する例
が存在している。このような国家主導型経済制裁に関し、国家をその制裁の唯一のアクター
とするのではなく、「民」と「官」の相乗効果を狙った「ハイブリッド制裁」というものを
想定することが可能であろう。「官」はナショナリズムを鼓舞し、「民」を動員（例：ロシア）
して対抗制裁を実施したり、逆に様々な影響力資源を行使したうえで「民」が「官」をそそ
のかしたりすることもありうる。しかしながら権威主義体制の場合、「民」の影響力資源は
限定的なものである可能性が高いが、「官」の側も統治の正統性確保のために、「民」に対し
て一定の配慮を行う可能性がある。本研究は、特に国家主導型制裁に焦点を当てた上で、そ
のような官の政策決定への影響と、民の変質を問うものである。即ち、相互連関関係にある
「官」と「民」の関係性に関して一層検討を深めることで、学術・社会に資するものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は『「民」の経済制裁の発生要因に関する研究』(平成 24 年度～27 年度基盤研究)
の研究成果である民間企業は民間団体が主体的に関与し標的となる経済制裁の研究成果を
引き継ぎ、制裁がなされた後の対抗制裁(counter sanctions)に焦点を当てて研究を行ってき
た。本研究では、制裁を二種に分類したうえで、それぞれの場合における対抗制裁の有無や、
その条件などに関する分析を通じて、グローバル化および法制化時代を迎えた国際／グロ
ーバル公共政策の課題として、「民」による制裁という事象を学術的にとらえる新たな知の
体系を形成することを目的とするものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、平成 22年度以降実施してきた早稲田大学現代政治経済研究所グローバル市民
社会部会（代表：山本武彦【本研究分担者】）並びに『「民」の経済制裁の発生要因に関する
研究』（基盤研究（ｃ）平成 24 年度～27 年度）の研究成果をふまえ、さらなる研究の発展
を目指すものである。研究では、これまでの研究に基づく「民」に関する経済制裁研究の成
果を踏まえ、「対抗制裁」と「民の制裁」の関係性に関して研究成果を発展させていくもの
であり、以下 3つの仮説の検証を研究代表者・分担者間で行ってきた。 
(1)【第 1仮説：対抗制裁は国連制裁に対しては発生しにくい】の検証 
 本研究は、規範化やパワーに着目しつつ制裁の構造に関して分析および理論化を進める
べく、まず、上記第 1仮説の検証を試みた。 
ウクライナ危機における制裁は国連主導型制裁ではなく、国家主導型制裁である。EUは
国際機関の一種であるが、制裁事例においては単一のアクターとして行動している事を考
慮に入れると、国家主導型制裁の一典型であると考えることが可能である。上記の状況の場
合、アメリカ・EUともに各国と協調しつつ国連決議などの国連の権威なしで制裁を決定し、
ロシア側も EU・アメリカに対し農産物の輸入禁止などの「対抗制裁」を実施している。対
抗制裁を実施した背景には国内・国際の 2レベル・ゲームにおいて様々な要因を想定するこ
とが可能であるが、そのうちの一つが、国連決議が有すると想定される「権威」の有無であ
る。そこで本研究では最初に、以上の第 1仮説を検討・分析を実施し、理論化を試みた。 
(2)【第 2仮説：対抗制裁は、非民主主義国ほど起こりやすい(体制仮説)】の検証 
 制裁を受けた際に、被制裁国の政治体制によって当該被制裁国が対抗制裁を実施するか
否かに着目し研究を実施した。対抗制裁を実施した場合想定されることは、制裁解除が遠の
き、同時に制裁が継続するにつれ経済的な打撃は大きくなるということである（「対抗制裁
の罠」）。この結果国際・国内の政治対立は激化するが、民主主義国家ではこの政治的対立が
政権担当者の交代につながり、経済制裁自体の解除もしくは緩和につながる可能性を見出
すことが可能である。しかし権威主義国家・独裁国家では政権の正当性論拠を市民の支持に
のみは依拠しないので、制裁の解除・緩和に直結することはないと考えることができる。 
 論証にあたっては権威主義国家や独裁国家における市民の動員など国家体制論などの検
討を行ったうえで理論化を模索した。 
(3)【第 3仮説：対抗制裁は民需ほどなされやすい(領域仮説)】の検証 
 相互依存論よれば経済関係に関する相互依存が進展するほど互いに過激な外交手段をと
ることは困難になる。つまり何らかの問題が起きた際、その問題や問題が発生した当該国の
性質を問わず、相手国に対し外交的に取りうる手段は限定される。相互依存下にある現代世



界では、経済部門を軍需と民需に大分した場合には、民需部門の方が制裁の成立する可能性
が多く、同時対抗制裁も実施されやすくなる。リアリストの視点に立てば、制裁は外交の一
手段であり、軍需制裁を実施した方が相手国の軍事的な国力をそぐことになる。しかし新自
由主義制度論に立った場合、民需に対する制裁や対抗制裁を実施することで、特に単独制裁
ではない共同制裁の場合、それ自体に制度的作用が添加され制裁や対抗制裁の終了がなさ
れにくい。民需に対する制裁・対抗制裁は国民経済に直結する部門であるために制裁の正当
性を国民に訴える必要があり、その正当性アピールのために政権の政策選択範囲が狭くな
ることもある。その結果政権の意図と異なり、制裁・対抗制裁が長期化する可能性がある。 
 第 3仮説の検証にあたっては、複数の民需を対象とした制裁に関して検討を行った。さら
に、その上で研究の最終段階として、3つの仮説をめぐる検証を多角的／体系的に検討した。
なお、研究成果については、適宜国際学会 ISA(International Studies Association)にて報告を行
うとともに、Routledge等の海外の出版社からの図書の出版を目指した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究では、まず第 1仮説の検証を中心に、主に以下 3点の研究活動を行った。 
① 冷戦期以降の特定国による経済制裁の事例研究に関わる論文(山本)、国連を通じたマル
チラテラルな経済制裁の現状と課題に関する論文(庄司、本多) 
② 研究分担者による学会報告(山本、庄司、本多、玉井) 
③ 立命館大学における研究分担者である宮脇による制裁に関するワークショップ、さらに
東京海洋大学における地域文化学会(Association for Regional and Cultural Studies)
の月例会・公開セミナーの一環としてラウンドテーブルの開催 
なお、このうち(3)の両イベントにおいて、研究協力者である Eric Delidji Degila 氏(ジュ
ネーブ国際開発高等研究所准教授、ベニン共和国国立行政学院特任教授)の参加を実現させ
ることができ、対抗制裁に関する第 1仮説を中心に、第 2、第 3仮説にまで踏み込んだ、深
く、かつ広範な議論を行うことができた。とくに、第 1仮説と密接にかかわる経済制裁の定
義をめぐる研究成果について下記にて付言したい。 
 経済制裁は、国際関係において広く用いられてきた政策手段であるが、その定義や分類法
は必ずしも明確にされてきたわけではなく、国益(national interest)や安全保障
(security)等他の重要概念と同じく、むしろ依然として極めて曖昧模糊とした概念である。
一般的な用語解説によれば、経済制裁とは、総じて、国際法違反等の国際義務違反を犯した
とされる国に対して「経済的なパワーを行使すること」、たとえば、貿易・金融取引の規制・
停止や援助等の経済的恩恵の削減・撤回等によってその「不法行為を停止させ、権利や利益
を著しく侵害された国の法益や安全を回復、あるいは国際社会の平和を復活させることを
目的とする行為をいう」が、同時にその一方で、「経済制裁がしばしば特定国家の対外政策
の目的を達成するための武器として実施されることもある」とされる。整理すると、経済制
裁は、その実施形態の違いにより、制裁の実施・授権をめぐる権限を有する国際機関(具体
的には、かつての国際連盟および現在の国際連合)の決議に基づき、国際社会の平和と安全
の侵害等、重大な国際法違反を是正することを目的として、不特定の国家によって集団的に
遂行されるもの(集団的制裁)と、個別のアクターによって、安全保障等重要な利益を追求す
る政策手段として、制裁対象となるアクターの行動を修正・変更させることを目的に講じら
れるタイプのもの(単独[独自]的制裁)とに区分される。なお、協力する複数の国家や、EUの
ような国際機構によって、国際連合の枠組みの外で実施される経済制裁については、「組織
化された単独的制裁」としてこれを単独(独自)的制裁の一種として捉える研究もある。 
 ただしここにおいて、一方における国連安全保障理事会の決議によって授権・実施される
加盟国に義務付けられた集団的経済制裁と、他方における特定の国家(国家群)により独自
に履行される、個別の国際義務違反や利益侵害を犯したとされる国家に対する単独的経済
制裁を、相互に切り離して二項対立的・二分法てきに捉えることは適切ではない。なぜなら、
特定の国家(群)が個別的理由から特定の国家を制裁しようとする場合、その国家(群)は、可
能な限りその制裁を、国連を通じて普遍的なものとして実施することを望むかもしれない
からであり、逆に、特定の国家が、国連を通じた集団的制裁として実施されていた制裁を不
足とし、安保理決議による授権を経ることなく独自に追加的制裁を発動することも起こり
うるからである。したがって、この点において経済制裁は、一方における純粋な集団的制裁
と、他方における純粋な単独的制裁を両極とする連続線上で捉えられるべきものである。 
 さらに、近年、客体であれ、主体であれ、経済制裁において重要な役割を担い、影響力を
もつアクターとして、非国家アクターに対する関心が高まっている。経済制裁の客体として
の非国家アクターに注目すると、グローバル化の進展の下で、多国籍企業や金融機関を経済
的規制・制裁の対象とする動きが顕在化している。加えて、犯罪組織やそのネットワークの
トランスナショナル化が進展する中、アメリカを中心とする先進国は、経済制裁の対象をテ
ロリストや麻薬取引者にまで広げるようになった。 
 次に、制裁の主体としての非国家アクターに注目すると、近年、多様なアクターが経済制
裁活動に直接的であれ間接的であれ関与・参加するようになっている。例として、環境汚染
や人権侵害で悪名高い特定の企業やその商品に対する不買運動を主導する NGO や消費者団
体や、「社会的責任ある投資(SRI[Social Responsible Investment])」を通じて企業の経営



活動の制約を試みる企業や金融機関等市場アクター、さらに経済制裁の積極的主体として
重要な役割を果たすようになった地方自治体などが挙げられる。 
 最後に、経済制裁の追求ではなく、逆にその効果を減殺・無効にする「制裁破り(sanction-
busters)」としての非国家アクターの側面にも注目する必要がある。とくに、「制裁破り」
を行う市場アクターには、制裁対象国やその近隣諸国の企業のみならず、制裁開始以前にそ
れらの企業と取引を行ってきた制裁実施国の企業も含まれる点に留意する必要がある。 
 以上を踏まえ、本研究における経済制裁の概念について以下の定義を導くことができた。
「経済制裁とは、制裁実施アクター(国家・非国家を含む)が、安全保障(人間の安全保障を
含む)を中心とする『死活的』(とされる)価値・利益を追求すべく、何らかの法理を根拠あ
るいは口実にして、経済的パワー(時に軍事的パワーも背景として)を行使することを通じ
て、制裁対象アクター(国家・非国家を含む)の政策・行動の修正・変更を迫る行為である。」 
(2) 続いて本研究では、第 2・第 3の仮説をめぐり、主に以下のような研究活動を行った。 
①グローバル化時代の経済制裁をめぐる安全保障研究に向けた、安全保障の概念分析を試
みる論文(奥迫)、近年のアジア、太平洋、およびユーラシア大陸を取り巻く地政学・地経
学的諸条件・諸争点を検討する論文(山本)および図書(宮脇) 
②「民」の制裁をテーマとする研究会の開催 
③国連による「スマート・サンクション」と金融制裁に関する英文図書の分担執筆(本多) 
 第 3 仮説をめぐっては、「民」の経済制裁の観点から下記のような大きな成果が得られた。 
 「民」主導の制裁の形態は、消極的制裁(ボイコット等)と積極的制裁(破壊活動等)に二分
される。消極的制裁であるボイコットの一つをなす不買運動は、一般市民によるものである
と同時に、個人の力を積極的に肯定している社会心理に基づいている。その動機は、個人的
信念に基づくとはいえ、現在あるいは将来的に形成されうる国際規範の形成を志向するも
のであり、強い動機は共感を呼び共時性を拡大させる。不買運動以外にも、ボイコットに分
類されるものとして、流通中止・販売中止がある。代表的な例として、1995 年のフランス
の核実験に際し、フランス製のネクタイやバッグ等の仕入れ停止を行った家電・カメラ量販
店の「ビックカメラ」の事例が挙げられる。 
 積極的制裁に分類される破壊活動(物品を破壊する行為)は、違法行為であるにもかかわ
らず、特定の対象国を想定して市民による破壊活動が繰り広げられることがある。たとえば
2012 年、尖閣諸島の「国有化」に伴い中国の反日運動で日系企業に対して行われた破壊活
動とそれに伴う営業不能の生起がその一例である。とくに民主義国同士の場合、パットナム
(Robert D. Putnum)の 2レベル・ゲームで示されるように国内世論は対外政策に一定の影
響を与え、交渉の行方を左右することもある。 
 さらに、今世紀に入り官民共同型のハイブリッド制裁も登場し、ますます多用されるよう
になっている。これには、「民」主導型と官主導型の両者が確認できるが、いずれも経済制
裁をめぐる新たな研究領域をなすものである。 
(3) 研究の集大成をなす、3つの仮説全てを視野に入れた、多角的・体系的検討については
以下のような研究活動を行った。 
①研究代表者・分担者を中心とした、理論と実践の両者の観点から、グローバル・ガバナン 
スの一環としての経済制裁の現状と課題について検討する国際学会(ISA)での報告(奥迫、
玉井、本多、宮脇) 
②①を契機として実現した、King’s College London の Dr. Ksenia Kirkham らとの研究協 
 力の実施 
③立命館大学環太平洋文明研究センターとの共催による、経済制裁(ロシア・ウクライナ戦
争を受けた経済制裁を含む)をめぐる 3度のウェビナーでのシンポジウムの開催 
これに関しては、とくに経済制裁のグローバル・ガバナンスの必要性とその可能性をめぐり、
大きな研究の進展をえることができた。 
 管見の限り、先行研究で経済制裁をめぐる諸問題をグローバル・ガバナンスの文脈から扱
ったものはほとんどない。経済制裁においてグローバル・ガバナンスが必要とされるのは、
実際の経済制裁の多くが、正当・合法的なものとして想定されている 2つの理念型(国連憲
章第 7 章に基づく集団的制裁と、自衛権の延長で捉えられる対抗措置[counter measures]
を代表とする単独[独自]的制裁)のいずれからも大きく逸脱して実施されているにもかか
わらず、こうした逸脱行為を監視・抑制するための制度的枠組みが不在だからである。 
 国連安全保障理事会、とくにその常任理事国 5 大国によって集団的制裁をめぐる意思決
定が支配されているといってよい、現行の国連経済制裁レジームもまた、その意思決定過程
が大国による利害関心に左右されざるをえなくなるなど、克服すべき大きな問題と限界を
抱えている。このことからも、経済制裁をめぐる各種基準の設定や意思決定、さらには政策
の実施について、より公正かつ効果的な対応を可能にすべく、欧米先進国が主導・支配する
傾向にある現行の国際経済制裁レジームを、国家・非国家を問わず、より広範な地域、また
複数の地理的レベルに属する多様なアクターに対して開かれたガバナンス・システムへの
改編・改革することが求められている。その制度設計の糸口となりうるのが、マルチレベル・
ガバナンスとマルチセクトラル・ガバナンスの 2概念である。 
 この 2 つの概念の意義は、グローバル化に伴う「3 重の越境化」の視点から確認できる。
まず、ローカルからグローバルに至る全ての地理的レベルにまたがって、経済、環境、保健・



衛生等広範なイシュー領域において「脱領域化(deterritorialization)」、すなわち大規模
な「社会関係・交流の空間的編成の変容」を促す過程が顕在化している(「空間の越境化」)。 
 第二に、地球的諸問題がもつ複合的な性質、すなわち「問題領域間の越境化」により、1
つの政策をめぐって複数の問題領域を同時に考慮・検討する必要が高まっている。これらは
各問題領域での機能的分業では適切に対処できないため、複合的なガバナンスの制度設計・
構築・運用が求められる(「問題領域の越境化」)。 
 第三に、上記 2つの越境化の帰結として、アクター間の垂直的越境化(地理的レベル間)と
水平的越境化(社会セクター間)が進展しつつある。グローバル化によって生じる新たな複
合的問題への対処には、公的セクター以外の専門家や当事者(stakeholders)も含む「知識の
収集・交換・共有・利用(open sourcing)」が必要になる。 
 このような「3重の越境化」の観点から、まず「空間の越境化」との関りにおいて、経済
活動やこれをめぐる諸現象がグローバルな規模でトランスナショナル化を進める中、経済
制裁をめぐるレジームも、ローカルからグローバルに至るマルチレベルなガバナンス制度
への再編されることが求められることになる。次に「問題領域の越境化」については、安全
保障概念の拡散・深化を受けて、経済制裁政策を通じて追求される目的もますます多様化・
複合化する中。経済制裁に関する諸基準や諸政策に関する意思決定およびその実施には、国
連安保理のみならず、それぞれの分野で専門の知識や経験、スキルを備えた多種多様なアク
ター間の横断的は調整、連携、協力が不可欠となる。最後に「セクター間の越境化」の視点
からは、近年、国家・政府に限らず、経済制裁の対象が、企業や財団、慈善団体、さらには
個人に至るおよそ全ての非国家にまで拡張したことに加え、これら非国家アクターがそれ
ぞれ経済制裁の主体としての役割も担うようになっている状況に鑑みて、国家・非国家を問
わず多様なアクターが、提携・協働して公共政策形成にあたる場の創出が必要となっている。 
 以上の見地から、より効果的で公正なグローバル経済制裁ガバナンスを追求するに際し、
有効性を発揮しうる制度的形態の 1つとして注目すべきが、マルチセクター型ガバナンス、
中でもとくに 3 セクター間グローバル公共政策ネットワークである。これはグローバル公
共政策ネットワークのうち最も包括的なもので、公的アクター、市場アクターおよび市民社
会アクターの 3 セクター全てによって構成され、既存の代表例としては Global Fund to 
Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria (GFATM)等が挙げられる。 
 3 セクター間のマルチセクター型ガバナンスが効果と公正の両面でグローバル・ポリティ
クスの正統性を高めることに貢献しうると評価する研究は多い。まず効果の面に関して、こ
のガバナンス形態は、各セクターがもち資源を協働的関係の下でプール、交換・共有、活用
することで、グローバルな公共問題の解決に必要な公共財・共有財の供給に貢献しうる公共
政策メカニズムとして期待されている。公正の観点からは、3セクターによるマルチセクタ
ー型ガバナンスは、これまで周辺化を余儀なくされてきた人々・集団に意思決定への参加の
機会を提供する点で、ガバナンスの民主化に資するものとみなされている。 
 経済制裁との関わりの深いマルチセクター型のガバナンスとしては、既にキンバリー・プ
ロセスが存在する。ダイヤモンドの販売・流通をめぐる認証制度であるキンバリー・プロセ
スは、1993 年に、アンゴラの反政府武装組織(UNITA)に対し、国連による「狙い撃ち」制裁
が課せられた際、彼らが資金源にしていたダイヤモンドが主な制裁対象とされたことがき
っかけとなり創設された、典型的な 3セクター参加型のガバナンス・ネットワークである。 
本研究を通じて、今後よりスマートな経済制裁のガバナンスの制度設計をめぐる理論的・
経験的研究を発展させるために、グローバル・ガバナンス研究全体の中に位置づけることが
必要であることを明らかにするとともに、そのための基本的視座を確認することもできた。 
 なお、研究遂行に際して、Dr. Ksenia Kirkham ら複数の海外の研究者と研究協力のため
のネットワークを築けた意義は大きかった。コロナ禍による研究活動の中断もあり、独自の
英文図書の出版という目標は達せられなかったが、研究成果の一部を分担執筆者(奥迫・宮
脇)として貢献した今秋発行予定の英文図書(Ksenia Kirkham,ed., The Routledge 
Handbook of the Political Economy of Sanctions, Routledge, October 2023)に反映さ
せることができたことも本研究の大きな研究成果の 1つである。 
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